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第１５款 地方譲与税

・収入率は、予算現額に対して 94.5％、調定額に対して 100.0％である。

・収入済額 14 億 727 万 5 千円は、前年度に比べ 1 億 4,819 万 3 千円（11.8％）増加している。

これは、自動車重量譲与税が 766 万 6 千円、地方揮発油譲与税が 566 万 4 千円減少したもの

の、航空機燃料譲与税が 1億 1,306 万 2 千円、森林環境譲与税が 4,846 万 1 千円増加したこ

とによるものである。

第２０款 利子割交付金

・収入率は、予算現額と調定額に対していずれも 100.0％である。

・収入済額 2,576 万円は、前年度に比べ 151 万円（6.2％）増加している。これは、公社債利

子や預貯金利子等に係る県税収入の増加に伴うものである。

（単位：千円・％）

2 25,766 25,760 25,760 0 0 100.0 100.0

元 24,256 24,250 24,250 0 0 100.0 100.0

増　減 1,510 1,510 1,510 0 0 0.0 0.0

増減率 6.2 6.2 6.2 － － － －

収入率

対予算 対調定
項 年度 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

利 子 割 交 付 金

 （単位：千円・％）

2 276,000 292,399 292,399 0 0 105.9 100.0

元 292,000 298,063 298,063 0 0 102.1 100.0

増　減 △ 16,000 △ 5,664 △ 5,664 0 0 3.8 0.0

2 830,000 850,713 850,713 0 0 102.5 100.0

元 847,000 858,379 858,379 0 0 101.3 100.0

増　減 △ 17,000 △ 7,666 △ 7,666 0 0 1.2 0.0

2 1 0 0 0 0 0.4 100.0

元 0 0 0 0 0 0.0 100.0

増　減 1 △ 0 △ 0 0 0 0.4 0.0

2 92,000 91,537 91,537 0 0 99.5 100.0

元 44,000 43,076 43,076 0 0 97.9 100.0

増　減 48,000 48,461 48,461 0 0 1.6 0.0

2 291,000 172,626 172,626 0 0 59.3 100.0

元 86,000 59,564 59,564 0 0 69.3 100.0

増　減 205,000 113,062 113,062 0 0 △ 10.0 0.0

2 1,489,001 1,407,275 1,407,275 0 0 94.5 100.0

元 1,269,000 1,259,082 1,259,082 0 0 99.2 100.0

増　減 220,001 148,193 148,193 0 0 △ 4.7 0.0

増減率 17.3 11.8 11.8 － － － －

収入率

対予算 対調定
項 年度 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

地 方 揮 発 油
譲 与 税

自 動 車 重 量
譲 与 税

地 方 道 路
譲 与 税

森 林 環 境
譲 与 税

航 空 機 燃 料
譲 与 税

計
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・収入率は、予算現額と調定額に対していずれも 100.0％である。

・収入済額 90 億 3,845 万 2 千円は、前年度に比べ 16 億 1,150 万 8 千円（21.7％）増加してい

る。これは、令和元年 10 月からの消費税増税に伴う地方消費税に係る県税収入の増加によ

るものである。

第２５款 ゴルフ場利用税交付金

・収入率は、予算現額に対して 96.2％、調定額に対して 100.0％である。

・収入済額 1億 6,454 万 5 千円は、前年度に比べ 2,439 万 1 千円（12.9％）減少している。こ

れは、ゴルフ場利用税に係る県税収入の減少に伴うものである。

第３１款 環境性能割交付金

・収入率は、予算現額と調定額に対していずれも 100.0％である。

・収入済額 6,308 万 3 千円は、前年度に比べ 3,243 万 3 千円（105.8％）増加している。これ

は、令和元年度は 10 月からの半年分、令和 2 年度は通年分（1 年分）の収入となったこと

によるものである。

第３３款 地方特例交付金

・収入率は、予算現額と調定額に対していずれも 100.0％である。

・収入済額 3億 9,414 万 5 千円は、前年度に比べ 3億 4,568 万円（46.7％）減少している。こ

れは、令和元年度のみ設置された子ども・子育て支援臨時交付金の減少（皆減）によるもの

である。

（単位：千円・％）

2 171,035 164,545 164,545 0 0 96.2 100.0

元 191,664 188,936 188,936 0 0 98.6 100.0

増　減 △ 20,629 △ 24,391 △ 24,391 0 0 △ 2.4 0.0

増減率 △ 10.8 △ 12.9 △ 12.9 － － － －

収入率

対予算 対調定
項 年度 予算現額 調定額 収入済額

不  納
欠損額

収　入
未済額

ゴルフ場利用税
交 付 金

（単位：千円・％）

2 63,111 63,083 63,083 0 0 100.0 100.0

元 30,650 30,650 30,650 0 0 100.0 100.0

増　減 32,461 32,433 32,433 0 0 0.0 0.0

増減率 105.9 105.8 105.8 － － － －

収入率

対予算 対調定
項 年度 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

環 境 性 能 割
交 付 金

（単位：千円・％）

2 394,145 394,145 394,145 0 0 100.0 100.0

元 968,391 739,825 739,825 0 0 76.4 100.0

増　減 △ 574,246 △ 345,680 △ 345,680 0 0 23.6 0.0

増減率 △ 59.3 △ 46.7 △ 46.7 － － － －

収入率

対予算 対調定
項 年度 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

地 方 特 例
交 付 金













- 33 -

第８５款 諸収入

・収入率は、予算現額に対して 102.1％、調定額に対して 56.8％である。

・収入済額 22 億 3,608 万 6 千円は、前年度に比べ 1億 2,552 万 6千円（5.9％）増加している。

これは、貸付金元利収入が 1 億 1,202 万 7千円、受託事業収入が 4,243 万 6 千円、市預金利

子が 107 万 4 千円減少したものの、雑入が 2 億 7,363 万 1千円、延滞金、加算金及び過料が

743 万 2 千円、公営企業貸付金元利収入が 1 千円増加したことによるものである。主な要因

は、雑入においてエコクリーンプラザみやざき売電料の増（1 億 7,959 万 5 千円）による清

掃費雑入の増加と、宮崎県中部地区衛生組合解散に伴う旧組合歳計剰余金（基金)（中部）

の増（1億 4,633 万 2 千円）による旧組合歳計剰余金（基金）の増加である。

・不納欠損額 3,962 万 3 千円は、前年度に比べ 4,007 万 6 千円（50.3％）減少している。これ

は主に生活保護費雑入が減少したためである。

・収入未済額 16 億 5,902 万 2 千円は、前年度に比べ 9,851 万 1 千円（6.3％）増加している。

これは、貸付金元利収入が 157 万 6 千円減少したものの、雑入が 1億 8万 7 千円増加したこ

とによるものである。収入未済額の主なものは、貸付金元利収入では住宅資金貸付金元利収

入が 9億 2,731 万 9 千円、雑入では生活保護費雑入が 5億 831 万 9 千円、民生費雑入が 1億

1,437 万 4 千円である。

（単位：千円・％）

2 36,476 40,028 40,028 0 0 109.7 100.0

元 36,050 32,597 32,597 0 0 90.4 100.0

増　減 426 7,432 7,432 0 0 19.3 0.0

2 270 300 300 0 0 111.1 100.0

元 1,260 1,374 1,374 0 0 109.1 100.0

増　減 △ 990 △ 1,074 △ 1,074 0 0 2.0 0.0

2 300 301 301 0 0 100.3 100.0

元 300 300 300 0 0 100.0 100.0

増　減 0 1 1 0 0 0.3 0.0

2 319,589 1,292,902 319,592 0 973,310 100.0 24.7

元 431,943 1,406,505 431,619 0 974,886 99.9 30.7

増　減 △ 112,354 △ 113,603 △ 112,027 0 △ 1,576 0.1 △ 6.0

2 58,031 50,295 50,295 0 0 86.7 100.0

元 98,390 92,731 92,731 0 0 94.2 100.0

増　減 △ 40,359 △ 42,436 △ 42,436 0 0 △ 7.5 0.0

2 1,775,923 2,550,902 1,825,570 39,623 685,712 102.8 71.6

元 1,571,156 2,217,263 1,551,940 79,699 585,625 98.8 70.0

増　減 204,767 333,639 273,631 △ 40,076 100,087 4.0 1.6

2 2,190,589 3,934,728 2,236,086 39,623 1,659,022 102.1 56.8

元 2,139,099 3,750,771 2,110,561 79,699 1,560,511 98.7 56.3

増　減 51,490 183,958 125,526 △ 40,076 98,511 3.4 0.5

増減率 2.4 4.9 5.9 △ 50.3 6.3 － －

収入率

対予算 対調定
項 年度 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

延滞金、加算金
及 び 過 料

市 預 金 利 子

公営企業貸 付
金 元 利 収 入

貸 付 金
元 利 収 入

受託事業収 入

雑 入

計
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第４０款 商工費

・支出済額 70 億 729 万円は、前年度に比べ 45 億 1,766 万 6 千円(181.5％)増加している。主

な要因は、新型コロナウイルス感染症拡大防止協力金支給事業の皆増（33 億 7,170 万 8 千

円）や新型コロナウイルス感染症復興支援プレミアム付商品券支援事業の皆増（8 億 3,480

万 6千円）などによる商工業振興費 50 億 1,691 万 7 千円の増加である。

第４５款 土木費

・支出済額 167 億 4,676 万 5 千円は、前年度に比べ 5 億 5,256 万 9 千円(3.4％)増加している。

これは、道路橋梁費が 4 億 4,857 万 5 千円、土木管理費が 8,331 万円、河川費が 4,551 万 1

千円減少したものの、都市計画費が 10 億 2,918 万 6 千円、港湾費が 9,896 万円、住宅費が

181 万 9 千円増加したことによるものである。主な要因は、昭和通線（小戸之橋架替え）整

備事業（Ｒ１国補正）の皆増（8 億 3,045 万 5 千円）や昭和通線（小戸之橋架替え）整備事

業（社会資本整備総合交付金）の増（5 億 6,203 万 8 千円）などによる都市計画費の街路事

業費 10 億 9,563 万 8 千円の増加である。

年度 予算現額 支出済額 執行率
翌年度

繰越額
不用額

2 11,335,271 7,007,290 61.8 1,934,780 2,393,202

元 2,661,493 2,489,624 93.5 0 171,870

増　減 8,673,778 4,517,666 △ 31.7 1,934,780 2,221,332

増減率 325.9 181.5 － 皆増 1,292.5

（単位：千円・％）

項

商 工 費

年度 予算現額 支出済額 執行率
翌年度

繰越額
不用額

2 997,913 927,556 92.9 33,000 37,357

元 1,038,674 1,010,866 97.3 5,280 22,528

増　減 △ 40,761 △ 83,310 △ 4.4 27,720 14,829

2 4,918,214 4,074,940 82.9 781,076 62,199

元 5,304,971 4,523,515 85.3 667,183 114,272

増　減 △ 386,756 △ 448,575 △ 2.4 113,892 △ 52,073

2 757,450 601,246 79.4 104,912 51,292

元 806,265 646,757 80.2 144,380 15,128

増　減 △ 48,815 △ 45,511 △ 0.8 △ 39,468 36,164

2 191,345 190,872 99.8 0 473

元 163,112 91,912 56.3 0 71,200

増　減 28,233 98,960 43.5 0 △ 70,727

2 12,129,630 10,912,647 90.0 1,131,157 85,826

元 12,652,253 9,883,461 78.1 2,723,108 45,684

増　減 △ 522,624 1,029,186 11.9 △ 1,591,952 40,142

2 44,640 39,504 88.5 0 5,136

元 44,887 37,685 84.0 0 7,202

増　減 △ 247 1,819 4.5 0 △ 2,066

2 19,039,192 16,746,765 88.0 2,050,144 242,283

元 20,010,162 16,194,196 80.9 3,539,952 276,014

増　減 △ 970,970 552,569 7.1 △ 1,489,808 △ 33,731

増減率 △ 4.9 3.4 － △ 42.1 △ 12.2

（単位：千円・％）

項

土 木 管 理 費

道 路 橋 梁 費

計

河 川 費

港 湾 費

都 市 計 画 費

住 宅 費
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① 公営住宅建設資金特別会計

ア 歳 入

・収入率は、予算現額に対して 97.2％、調定額に対して 93.0％である。

・収入済額 17 億 1,585 万 1 千円は、前年度に比べ 2 億 5,392 万 3 千円（17.4％）増加している。

これは、使用料及び手数料が 4,027 万 3 千円（同比 3.5％）、諸収入が 1,667 万 3 千円（同比

54.8％）減少したものの、繰入金が 1億 3,780 万 5 千円（同比 188.9％）、市債が 6,330 万円

（同比 55.7％）、財産収入が 5,134 万 8 千円（同比 4,358.6％）、国庫支出金が 4,820 万 8 千

円（同比 49.2％）、繰越金が 1,020 万 8 千円（皆増）したことによるものである。

・不納欠損額 373 万 8 千円は、前年度に比べ 159 万 5 千円（74.4％）増加している。

・収入未済額について、国庫支出金 5,187 万 6 千円は、前年度に比べ 5,187 万 6 千円（皆増）増

加しており、使用料及び手数料 5,075 万 8 千円は、664 万 6 千円（同比 11.6％）減少している。

対予算 対調定

2 1,096,242 1,159,284 1,105,537 2,991 50,758 2 100.8 95.4

元 1,152,153 1,203,612 1,145,810 398 57,404 0 99.4 95.2

増　減 △ 55,911 △ 44,328 △ 40,273 2,593 △ 6,646 2 1.4 0.2

増減率 △ 4.9 △ 3.7 △ 3.5 651.0 △ 11.6 皆増 － －

2 198,316 198,048 146,172 0 51,876 0 73.7 73.8

元 101,635 97,964 97,964 0 0 0 96.4 100.0

増　減 96,681 100,084 48,208 0 51,876 0 △ 22.7 △ 26.2

増減率 95.1 102.2 49.2 － 皆増 － － －

2 54,212 52,526 52,526 0 0 0 96.9 100.0

元 2,777 1,178 1,178 0 0 0 42.4 100.0

増　減 51,435 51,348 51,348 0 0 0 54.5 0.0

増減率 1,852.2 4,358.6 4,358.6 － － － － －

2 155,160 210,768 210,768 0 0 0 135.8 100.0

元 105,753 72,963 72,963 0 0 0 69.0 100.0

増　減 49,407 137,805 137,805 0 0 0 66.8 0.0

増減率 46.7 188.9 188.9 － － － － －

2 10,208 10,208 10,208 0 0 0 100.0 100.0

元 0 0 0 0 0 0 － －

増　減 10,208 10,208 10,208 0 0 0 － －

増減率 皆増 皆増 皆増 － － － － －

2 15,335 37,792 13,739 747 23,305 0 89.6 36.4

元 24,772 57,018 30,413 1,746 24,860 0 122.8 53.3

増　減 △ 9,437 △ 19,226 △ 16,673 △ 998 △ 1,555 0 △ 33.2 △ 16.9

増減率 △ 38.1 △ 33.7 △ 54.8 △ 57.2 △ 6.3 － － －

2 235,900 176,900 176,900 0 0 0 75.0 100.0

元 117,900 113,600 113,600 0 0 0 96.4 100.0

増　減 118,000 63,300 63,300 0 0 0 △ 21.4 0.0

増減率 100.1 55.7 55.7 － － － － －

2 1,765,373 1,845,526 1,715,851 3,738 125,939 2 97.2 93.0

元 1,504,990 1,546,335 1,461,928 2,144 82,263 0 97.1 94.5

増　減 260,383 299,192 253,923 1,595 43,676 2 0.1 △ 1.5

増減率 17.3 19.3 17.4 74.4 53.1 皆増 － －

(注）収入率は、収入済額から過誤納金払戻未済額を控除して算定したものである。

45 市 債

計

30 繰 入 金

35 繰 越 金

40 諸 収 入

10
使 用 料及

び 手 数料

15
国 庫
支 出 金

25 財 産 収入

（款別状況） （単位：千円・％）

区　　分 予算現額 調定額 収入済額
不　納
欠損額

収　入
未済額

過誤納

金払戻

未済額

収　入　率
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イ 歳 出

・執行率は、97.2％である。

・支出済額 50 億 9,352 万 7 千円は、前年度に比べ 2億 3,571 万 9 千円（4.9％）増加している。

これは、保健事業費が 1,605 万 6 千円（同比 14.5％）、諸支出金が 75 万 2 千円（同比

7.3％）減少したものの、後期高齢者医療広域連合納付金が 2 億 1,335 万 1 千円（同比

4.6％）、総務費が 3,917 万 5千円（同比 42.9％）増加したことによるものである。

・不用額 1億 4,237 万 5千円は、各費目の執行残である。

ウ 実質収支

歳入総額は 51 億 1,074 万 8 千円（前年度比 2億 3,815 万 3 千円、4.9％増）、歳出総額は

50 億 9,352 万 7 千円（同比 2 億 3,571 万 9 千円、4.9％増）で、歳入歳出差引額（形式収

支）は 1,722 万円である。

この歳入歳出差引額（形式収支）から翌年度へ繰り越すべき財源 260 万 6 千円を控除した

実質収支額は 1,461 万 4千円となっている。

（単位：千円）

区　　分 金　　額

歳入総額 5,110,748

歳出総額 5,093,527

歳入歳出差引額 17,220

翌年度へ繰り越すべき財源 2,606

実質収支額 14,614

（款別状況）

2 139,097 130,498 2,606 5,993 93.8
元 95,603 91,323 0 4,280 95.5

増　減 43,494 39,175 2,606 1,713 △ 1.7
増減率 45.5 42.9 皆増 40.0 －

2 4,953,120 4,858,828 0 94,292 98.1
元 4,698,926 4,645,477 0 53,449 98.9

増　減 254,194 213,351 0 40,843 △ 0.8
増減率 5.4 4.6 － 76.4 －

2 132,555 94,646 0 37,909 71.4
元 122,777 110,702 0 12,075 90.2

増　減 9,778 △ 16,056 0 25,834 △ 18.8
増減率 8.0 △ 14.5 － 213.9 －

2 12,658 9,555 0 3,103 75.5
元 13,914 10,307 0 3,607 74.1

増　減 △ 1,256 △ 752 0 △ 504 1.4
増減率 △ 9.0 △ 7.3 － △ 14.0 －

2 1,078 0 0 1,078 0.0
元 863 0 0 863 0.0

増　減 215 0 0 215 0.0
増減率 24.9 － － 24.9 －

2 5,238,508 5,093,527 2,606 142,375 97.2
元 4,932,083 4,857,808 0 74,275 98.5

増　減 306,425 235,719 2,606 68,100 △ 1.3
増減率 6.2 4.9 皆増 91.7 －

(単位：千円・％）

区　　分 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率

10 総 務 費

20
後 期 高 齢 者
医 療 広 域
連 合 納 付 金

30 保 健 事 業 費

40 諸 支 出 金

50 予 備 費

計
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イ 歳 出

・執行率は、97.9％である。

・支出済額 2 億 8,087 万円は、前年度に比べ 1,373 万 1 千円（4.7％）減少している。これは、

総務費が 909 万 6 千円（同比 9.0％）、公債費が 463 万 5 千円（同比 2.4％）減少したことに

よるものである。

・不用額 603 万 7千円は、各費目の執行残である。

ウ 実質収支

歳入総額は 2 億 8,089 万 1 千円（前年度比 1,374 万 4 千円、4.7％減）、歳出総額は 2 億

8,087 万円（同比 1,373 万 1 千円、4.7％減）で、実質収支額 2 万 1 千円は全額が宮崎市公

園墓地運営基金への繰入となっている。

（単位：千円）

区　　分 金　　額

歳入総額 280,891

歳出総額 280,870

歳入歳出差引額 21

翌年度へ繰り越すべき財源 0

実質収支額 21

実質収支額のうち基金繰入額 21

2 96,750 92,320 0 4,430 95.4

元 105,382 101,416 0 3,966 96.2

増　減 △ 8,632 △ 9,096 0 464 △ 0.8

増減率 △ 8.2 △ 9.0 － 11.7 －

2 25 24 0 1 97.0

元 25 24 0 1 97.7

増　減 0 △ 0 0 0 △ 0.7

増減率 － △ 0.7 － 29.9 －

2 188,528 188,527 0 1 100.0

元 193,163 193,162 0 1 100.0

増　減 △ 4,635 △ 4,635 0 0 0.0

増減率 △ 2.4 △ 2.4 － 20.1 －

2 1,604 0 0 1,604 0.0

元 1,659 0 0 1,659 0.0

増　減 △ 55 0 0 △ 55 0.0

増減率 △ 3.3 － － △ 3.3 －

2 286,907 280,870 0 6,037 97.9

元 300,229 294,602 0 5,627 98.1

増　減 △ 13,322 △ 13,731 0 409 △ 0.2

増減率 △ 4.4 △ 4.7 － 7.3 －

20 予 備 費

計

10 総 務 費

13 基 金 積 立 金

15 公 債 費

（款別状況） (単位：千円・％）

区　　分 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率
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⑤ 卸売市場特別会計

ア 歳 入

・収入率は、予算現額に対して 85.4％、調定額に対して 100.0％である。

・収入済額 6 億 8,694 万 9 千円は、前年度に比べ 3,818 万 6 千円（5.3％）減少している。これ

は、市債が 820 万円（同比 3.8％）増加したものの、繰入金が 2,905 万 4 千円（同比 49.9％）、

諸収入が 989 万 3 千円（同比 8.6％）、使用料及び手数料が 743 万 9 千円（同比 2.2％）減少

したことによるものである。

対予算 対調定

2 327,558 327,986 327,986 0 0 100.1 100.0

元 331,109 335,524 335,425 0 99 101.3 100.0

増　減 △ 3,551 △ 7,538 △ 7,439 0 △ 99 △ 1.2 0.0

増減率 △ 1.1 △ 2.2 △ 2.2 － 皆減 － －

2 12 12 12 0 0 103.3 100.0

元 12 12 12 0 0 103.3 100.0

増　減 0 0 0 0 0 0.0 0.0

増減率 0.0 0.0 0.0 － － － －

2 43,011 29,163 29,163 0 0 67.8 100.0

元 71,219 58,217 58,217 0 0 81.7 100.0

増　減 △ 28,208 △ 29,054 △ 29,054 0 0 △ 13.9 0.0

増減率 △ 39.6 △ 49.9 △ 49.9 － － － －

2 104,166 104,587 104,587 0 0 100.4 100.0

元 113,921 114,480 114,480 0 0 100.5 100.0

増　減 △ 9,755 △ 9,893 △ 9,893 0 0 △ 0.1 0.0

増減率 △ 8.6 △ 8.6 △ 8.6 － － － －

2 329,600 225,200 225,200 0 0 68.3 100.0

元 235,500 217,000 217,000 0 0 92.1 100.0

増　減 94,100 8,200 8,200 0 0 △ 23.8 0.0

増減率 40.0 3.8 3.8 － － － －

2 804,347 686,949 686,949 0 0 85.4 100.0

元 751,761 725,234 725,135 0 99 96.5 100.0

増　減 52,586 △ 38,285 △ 38,186 0 △ 99 △ 11.1 0.0

増減率 7.0 △ 5.3 △ 5.3 － 皆減 － －

（款別状況） （単位：千円・％）

収入率
区　　分 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

10
使用料及び
手 数 料

17 県 支 出 金

20 繰 入 金

25 諸 収 入

30 市 債

計
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イ 歳 出

・執行率は、85.4％である。

・支出済額 6億 8,694 万 9 千円は、前年度に比べ 3,818 万 6 千円（5.3％）減少している。これは、

公債費が 3,272 万 5 千円（同比 21.1％）、卸売市場費が 546 万 1 千円（同比 1.0％）減少した

ことによるものである。

・卸売市場費の翌年度繰越額 7,540 万円は、中央卸売市場・市場施設整備事業の宮崎市中央卸売

市場給水消火設備改修工事（その３）である。

・不用額 4,199 万 8千円は、各費目の執行残である。

ウ 実質収支

歳入総額及び歳出総額ともに 6 億 8,694 万 9 千円（前年度比 3,818 万 6 千円、5.3％減）

である。

（単位：千円）

区　　分 金　　額

歳入総額 686,949

歳出総額 686,949

歳入歳出差引額 0

翌年度へ繰り越すべき財源 0

実質収支額 0

2 680,227 564,325 75,400 40,502 83.0

元 595,273 569,787 0 25,486 95.7

増　減 84,954 △ 5,461 75,400 15,015 △ 12.7

増減率 14.3 △ 1.0 皆増 58.9 －

2 122,625 122,624 0 1 100.0

元 155,349 155,348 0 1 100.0

増　減 △ 32,724 △ 32,725 0 1 0.0

増減率 △ 21.1 △ 21.1 － 99.4 －

2 1,495 0 0 1,495 0.0

元 1,139 0 0 1,139 0.0

増　減 356 0 0 356 0.0

増減率 31.3 － － 31.3 －

2 804,347 686,949 75,400 41,998 85.4

元 751,761 725,135 0 26,626 96.5

増　減 52,586 △ 38,186 75,400 15,372 △ 11.1

増減率 7.0 △ 5.3 皆増 57.7 －

（款別状況） （単位：千円・％）

区　　分 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率

10 卸 売 市 場 費

15 公 債 費

20 予 備 費

計
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⑥ 母子父子寡婦福祉資金特別会計

ア 歳 入

・収入率は、予算現額に対して 103.6％、調定額に対して 49.6％である。

・収入済額 5,078 万 7 千円は、前年度に比べ 85 万 9千円（1.7％）増加している。これは、諸収

入が 743 万円（同比 30.5％）減少したものの、繰越金が 828 万 9 千円（同比 32.4％）増加し

たことによるものである。

・不納欠損額は、102 万 7 千円（皆減）減少している。

・収入未済額 5,158 万 4千円は、前年度に比べ 292 万 8千円（同比 5.4％）減少している。

貸付金元利収入の最近 5か年の収入状況は、次のとおりである。

対 予 算 対 調 定

2 225 0 0 0 0 0.0 0.0
元 500 0 0 0 0 0.0 0.0

増 減 △ 275 0 0 0 0 0.0 0.0

増 減 率 △ 55.0 － － － － － －

2 31,571 33,859 33,859 0 0 107.2 100.0
元 17,690 25,570 25,570 0 0 144.5 100.0

増 減 13,881 8,289 8,289 0 0 △ 37.3 0

増 減 率 78.5 32.4 32.4 － － － －

2 17,204 68,513 16,928 0 51,584 98.4 24.7
元 21,810 79,897 24,359 1,027 54,512 111.7 30.5

増 減 △ 4,606 △ 11,385 △ 7,430 △ 1,027 △ 2,928 △ 13.3 △ 5.8

増 減 率 △ 21.1 △ 14.2 △ 30.5 皆減 △ 5.4 － －

2 49,000 102,372 50,787 0 51,584 103.6 49.6
元 40,000 105,467 49,929 1,027 54,512 124.8 47.3

増 減 9,000 △ 3,096 859 △ 1,027 △ 2,928 △ 21.2 2.3

増 減 率 22.5 △ 2.9 1.7 皆減 △ 5.4 － －

（款別状況） （単位：千円・％）

収入率
区　　分 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収　入
未済額

10 繰 入 金

15 繰 越 金

20 諸 収 入

計

年度 予算現額 調定額 収入済額 不納欠損額 収入未済額 収入率

2 14,982 64,738 13,154 0 51,584 20.3 

元 19,164 73,721 18,182 1,027 54,512 24.7 

30 22,399 89,125 24,887 3,343 60,895 27.9 

29 26,068 102,272 29,294 277 72,701 28.6 

28 25,994 114,486 30,891 0 83,596 27.0 

(単位：千円・％）
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イ 歳 出

・執行率は、96.0％である。

・支出済額 349 億 5,830 万 4 千円は、前年度に比べ 10 億 3,097 万 4千円（3.0％）増加している。

これは、諸支出金が 4,223 万 1 千円（同比 15.7％）、地域支援事業費が 2,128 万円（同比

1.4％)、保健福祉事業費が 355 万 7 千円（同比 5.0％）、総務費が 354 万 7 千円（同比

0.4％）、基金積立金が 2 千円（同比 1.1％）減少したものの、保険給付費が 11 億 159 万円

（同比 3.5％）増加したことによるものである。

・不用額 14 億 6,795 万 5 千円は、各費目の執行残である。

（款別状況） （単位：千円・％）

2 915,925 874,497 0 41,428 95.5
元 919,067 878,044 0 41,023 95.5

増　減 △ 3,142 △ 3,547 0 405 0.0
増減率 △ 0.3 △ 0.4 － 1.0 －

2 33,379,080 32,330,081 0 1,048,999 96.9
元 31,695,017 31,228,491 0 466,526 98.5

増　減 1,684,063 1,101,590 0 582,473 △ 1.6
増減率 5.3 3.5 － 124.9 －

2 1,717,366 1,459,827 0 257,539 85.0
元 1,655,661 1,481,107 0 174,554 89.5

増　減 61,705 △ 21,280 0 82,985 △ 4.5
増減率 3.7 △ 1.4 － 47.5 －

2 72,429 67,027 0 5,402 92.5
元 78,844 70,584 0 8,260 89.5

増　減 △ 6,415 △ 3,557 0 △ 2,858 3.0
増減率 △ 8.1 △ 5.0 － △ 34.6 －

2 42,337 178 0 42,159 0.4
元 181 180 0 1 99.6

増　減 42,156 △ 2 0 42,158 △ 99.2
増減率 － △ 1.1 － － －

2 70 0 0 70 0.0
元 70 0 0 70 0.0

増　減 0 0 0 0 0.0
増減率 0.0 － － 0.0 －

2 227,408 226,693 0 715 99.7
元 272,032 268,924 0 3,108 98.9

増　減 △ 44,624 △ 42,231 0 △ 2,393 0.8
増減率 △ 16.4 △ 15.7 － △ 77.0 －

2 71,644 0 0 71,644 0.0
元 15,212 0 0 15,212 0.0

増　減 56,432 0 0 56,432 0.0
増減率 371.0 － － 371.0 －

2 36,426,259 34,958,304 0 1,467,955 96.0
元 34,636,084 33,927,330 0 708,754 98.0

増　減 1,790,175 1,030,974 0 759,201 △ 2.0
増減率 5.2 3.0 － 107.1 －

区　　 分 予算現額 支出済額
翌年度
繰越額

不用額 執行率

10 総 務 費

15 保 険 給 付 費

17 地域支援事業費

18 保健福祉事業費

30 基 金 積 立 金

35 公 債 費

40 諸 支 出 金

45 予 備 費

計
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⑨ 宅地造成事業特別会計

ア 歳 入

・収入率は、予算現額に対して 109.8％、調定額に対して 100.0％である。

・収入済額 6 億 4,600 万 8 千円は、前年度に比べ 3 億 7,466 万 7 千円（138.1％）増加している。

これは、繰越金が 8,063 万 7 千円（同比 85.1％）減少したものの、財産収入が 2億 5,460 万 4

千円（同比 498.9％)、市債が 1 億 9,240 万円（同比 232.4％)、繰入金が 829 万 6 千円（同比

19.4％）、使用料及び手数料が 4 千円（同比 70.0％）増加したことによるものである。なお、

財産収入の増加は、倉岡ニュータウン業務用地の分譲及び土地区画整理事業による保留地の販

売によるものである。

（款別状況）

2 10 10 10 0 0 104.6 100.0

元 7 6 6 0 0 87.9 100.0

増  減 3 4 4 0 0 16.7 0.0

増減率 42.9 70.0 70.0 － － － －

2 215,308 305,636 305,636 0 0 142.0 100.0

元 48,122 55,792 51,032 0 4,760 106.0 91.5

増　減 167,186 249,844 254,604 0 △ 4,760 36.0 8.5

増減率 347.4 447.8 498.9 － 皆減 － －

2 51,011 51,008 51,008 0 0 100.0 100.0

元 42,716 42,712 42,712 0 0 100.0 100.0

増　減 8,295 8,296 8,296 0 0 0.0 0.0

増減率 19.4 19.4 19.4 － － － －

2 14,151 14,154 14,154 0 0 100.0 100.0

元 94,787 94,791 94,791 0 0 100.0 100.0

増　減 △ 80,635 △ 80,637 △ 80,637 0 0 0.0 0.0

増減率 △ 85.1 △ 85.1 △ 85.1 － － － －

2 1 0 0 0 0 0 －

元 1 0 0 0 0 7.3 100.0

増　減 0 △ 0 △ 0 0 0 △ 7.3 －

増減率 0.0 皆減 皆減 － － － －

2 307,800 275,200 275,200 0 0 89.4 100.0

元 232,600 82,800 82,800 0 0 35.6 100.0

増　減 75,200 192,400 192,400 0 0 53.8 0.0

増減率 32.3 232.4 232.4 － － － －

2 588,281 646,008 646,008 0 0 109.8 100.0

元 418,233 276,102 271,342 0 4,760 64.9 98.3

増　減 170,049 369,907 374,667 0 △ 4,760 44.9 1.7

増減率 40.7 134.0 138.1 － 皆減 － －

（単位：千円・％）

収入率
区　　分 予算現額 調定額 収入済額

不　納
欠損額

収  入
未済額 対予算 対調定

10
使用料及 び
手 数 料

25 財 産 収 入

30 繰 入 金

35 繰 越 金

45 諸 収 入

50 市       債

計
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